
大津市一般廃棄物再生処分業の事業計画に係る事前協議の手続に関する要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、一般廃棄物再生処分業の事業計画に係る事前協議の手続その他一般廃棄物

再生処分業に関し必要な事項を定めることにより、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和

４５年法律第１３７号。以下「法」という。）の規定に基づく手続の円滑化を図り、もって一

般廃棄物再生処分業に係る紛争の予防及び調整を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、法において使用する用語の例によるほか、次

に定めるところによる。 

⑴ 一般廃棄物再生処分業 一般廃棄物のバイオマス化（一般廃棄物をバイオマス（バイオマ

ス活用推進基本法（平成２１年法律第５２号）第２条第１項に規定するバイオマスをいう。）

として活用できるよう処理することをいう。）又は堆肥化による処分（以下「再生処分」と

いう。）を行う事業のうち、法第７条第６項の許可を要するものをいう。 

⑵ 事業者 一般廃棄物再生処分業に係る法第７条第６項又は法第７条の２第１項の規定に

よる許可を受けようとする者をいう。 

（事前協議） 

第３条 事業者は、一般廃棄物再生処分業に関し、法第７条第６項又は法第７条の２第１項の規

定による許可の申請をしようとするときは、あらかじめ、一般廃棄物再生処分業の事業計画に

ついて市長と協議しなければならない。 

（遵守すべき基本事項） 

第４条 事業者は、一般廃棄物再生処分業の事業計画を作成するに当たっては、次に掲げる基本

事項を遵守しなければならない。 

⑴ 総合計画（本市における総合的かつ計画的な行政の運営を図るために策定した基本構想及

びこれに基づく計画の総体をいう。）、国土利用計画（国土利用計画法（昭和４９年法律第 

９２号）第８条第１項の規定により定められた市の区域における国土の利用に関する計画を

いう。）、都市計画マスタープラン（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条の２

第１項の規定により定められた市の都市計画に関する基本的な方針をいう。）、一般廃棄物処

理計画等の市が定める計画等に則したものとすること。 

⑵ 一般廃棄物再生処分業を行うことにより生活環境に悪影響が生じないよう配慮すること。 

（事前協議の手続） 



第５条 第３条の規定による事前協議（以下「事前協議」という。）を行おうとする事業者は、事

前協議書（別記様式）に次に掲げる図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 法第７条第６項の許可を受けようとする場合にあっては、大津市廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行細則（平成２１年規則第７９号）第２条に規定する一般廃棄物処分業許可（更

新）申請書並びに同条第１号、第４号から第６号まで及び第８号から第１２号までに掲げる

書類及び図面の案 

⑵ 法第７条の２第１項の許可を受けようとする場合にあっては、大津市廃棄物の処理及び清

掃に関する法律施行細則第２条の３に規定する一般廃棄物処理業事業範囲変更許可申請書

及び変更後の事業計画の概要を記載した書類の案 

⑶ 法第８条第２項の申請書の案（法第９条第１項の規定による許可を受ける場合にあっては、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号。以下「省令」

という。）第５条の３第１項の申請書の案） 

 ⑷ 省令第３条第５項第１号及び第３号から第６号までに掲げる書類及び図面（法第９条第１

項の規定による許可を受ける場合にあっては、省令第５条の３第３項第１号、第２号及び第

４号から第６号までに掲げる書類及び図面）の案 

 ⑸ 生活環境影響調査（法第８条第３項の調査をいう。以下同じ。）の実施計画書の案 

 ⑹ その他市長が必要と定める書類 

２ 前項の規定により提出しなければならない事前協議書及び添付図書の提出部数は、正本１通

及び副本１通とする。 

３ 市長は、第１項の事前協議書を受理したときは、速やかにその内容を確認の上、当該一般廃

棄物再生処分業の事業計画、生活環境影響調査の実施計画その他必要な事項に関し、当該事前

協議書を提出した事業者（以下「事前協議者」という。）に必要な指導を行うものとする。こ

の場合において、市長は、必要に応じ、関係機関又は関係部局の意見を集約するものとする。 

４ 事前協議者は、前項の規定による指導を受けたときは、当該指導を受けた事項について、関

係機関又は関係部局との協議又は調整を自らの責任において実施しなければならない。 

５ 事前協議者は、第３項の規定により指導を受けた事項について、適切に対処するとともに、

その結果（前項の協議及び調整を実施したときは、その結果を含む。）を取りまとめた文書を

市長に提出しなければならない。 

（事前周知） 

第６条 事業者は、一般廃棄物再生処分業の事業計画の内容、当該一般廃棄物再生処分業におい



て一般廃棄物の処分の用に供する一般廃棄物処理施設の設置工事の概要、生活環境影響調査の

実施計画、当該一般廃棄物処理施設の周辺地域の生活環境への配慮に係る措置の内容等につい

て、当該一般廃棄物処理施設の周辺地域の住民等に対する説明会の開催を通じて、その周知に

ついて必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、前項の規定による措置を講じたときは、遅滞なく、当該措置の内容を市長に報告

しなければならない。 

３ 事業者は、前項の報告を行った後に一般廃棄物再生処分業の事業計画等を変更しようとする

ときは、変更後の事業計画等に関する周知について必要な措置を講じなければならない。 

４ 第２項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （審査） 

第７条 市長は、事前協議に係る一般廃棄物再生処分業の事業計画について審査し、その内容が

次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、その旨を事前協議者に通知するものとす

る。 

 ⑴ 第４条第１号に規定する遵守すべき基本事項に適合しているものであること。 

 ⑵ 法第７条第１０項第３号及び第４号に適合していないと認められるものでないこと。 

⑶ 再生処分によって得られた生成品について、売却その他の利用体制が確立されることが見

込まれるものであること。 

２ 市長は、前項第２号に掲げる事項（法第７条第１０項第３号に係る部分に限る。）の適合の状

況を判断するに当たっては、次に掲げる事項を考慮するものとする。 

 ⑴ 再生処分の用に供する施設は、１日当たりの処理能力が５トン以上であること。 

 ⑵ 一般廃棄物の受入れから再生処分までの工程を一の敷地内の施設において同一の事業者が

行うことができるものであること。 

（事前協議の内容の変更） 

第８条 前条第１項の通知を受けた後において、事前協議の内容の変更を行おうとする事業者は、

当該変更をしようとする内容について市長と協議を行わなければならない。ただし、市長がそ

の必要がないと認める場合は、この限りでない。 

２ 第５条から前条までの規定は、前項の事前協議の内容の変更について準用する。 

 （一般廃棄物再生処分業事業計画審査会） 

第９条 第７条の規定による審査を行うため、一般廃棄物再生処分業事業計画審査会（以下「審

査会」という。）を置く。 



２ 審査会は、委員７人をもって組織する。 

３ 審査会の委員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。 

⑴ 環境部長 

⑵ 環境部次長 

⑶ 廃棄物減量推進課長 

⑷ 産業廃棄物対策課長 

⑸ 施設管理室長 

⑹ 環境美化センター所長 

⑺ 北部クリーンセンター所長 

４ 審査会に会長を置く。 

５ 会長は、第３項第１号に掲げる職にある委員をもって充てる。 

６ 会長は、審査会の事務を総理する。 

７ 会長に事故があるときは、第３項第２号に掲げる職にある委員がその職務を代理する。 

８ 審査会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

９ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

１０ 審査会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

１１ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見又は説明を求

めることができる。 

１２ 審査会の庶務は、環境部廃棄物減量推進課指導係において処理する。 

１３ 前各項に定めるもののほか、審査会の議事及び運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

（その他） 

第１０条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長がその都度定める。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年１１月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和３年３月１日から施行する。



別記様式（第５条関係） 

事前協議書 

                                   年  月  日 

 （宛先） 

   大津市長 

住所（法人にあっては、主たる事業所の所在地） 

 

事前協議者 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

                           ○印  

電話番号 

 

 

 大津市一般廃棄物再生処分業の事業計画に係る事前協議の手続に関する要綱第３条の規定によ

る事前協議を行いたいので、関係図書を添えて提出します。 

 


